
原単位の改善のための取組に関する状況　【２０２４年度提出分（２０２３年度実績）】※非特定事業者用

１．エネルギーの使用の合理化に関する事項

２．非化石エネルギーへの転換に関する事項
【電気の需要の最適化】 【非化石エネルギーへの転換】

【取組の概要：カーボンニュートラルに向けて】　

１．自由記述欄 （カーボンニュートラルの実現等に資する事業者独自の取組や革新的技術に係る研究開発等の取組について）

２．関連リンク
：

：

：

（注意事項）
・赤枠囲み欄は必須記載です。
・再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第３７条第１項の規定による、賦課金に係る特例の適用を受ける期間においては、
　情報の公表を継続する必要があります。

総務省は、2013年度を基準として政府全体の温室効果ガス排出量を2030年度までに50％削減するという政府実行計画の目標を達
成すべく、自らの庁舎の省エネ・脱炭素化の取組を進めていきます。具体的には、費用対効果や設備導入に係る作業を勘案しなが
ら、以下の個別対策の実施に向けて最大限努めていきます。
　　１．太陽光発電の導入
　　　　２０３０年度には設置可能な建築物（敷地を含む）の約５０％以上に太陽光発電設備を設置。
　　２．エネルギー使用量の削減
　　　　空調設定温度を適正に設定し、熱源運転を必要最小限に抑制する取組を図る
　　３．LED照明の導入の割合
　　　　2030 年度までにＬＥＤ照明の導入割合を100％とする
　　４．非化石エネルギーへの転換
　　　　電力全体に占める非化石電気の比率100%を維持する。
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【エネルギーの使用の合理化】 【調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた認証排出削減量等の量】
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【取組の概要：業界の事情等を考慮した取組について（定量指標）】　

【取組の概要：業界の事情等を考慮した取組について（定性的事項）】　

植物工場におけるエネルギーの使用合理化に資する施策として、電力使用状況の「見える化」及び省エネ診断をもとにデマンド監視
による空調抑制等の省エネ対策を実施。今後は高効率LED導入等によるエネルギー使用の合理化を進めるとともに、工場における
生産条件の見直し及び生産率向上による原単価改善に継続して努める。

太陽光発電設備の導入及び非化石証書活用等による非化石エネルギーの使用比率を維持する。
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